












































































































































































IDC（D Fortune（2） ディーボノレトω JECC（3） 電振協4）










1966 2，025 1，550 2，008 1，850
1967 2，975 890 2，975 3，940 2，600
1968 3，271






























































































































































































































































































































































































































































































昭和36年度 37 38 39 40 41 42 43 44 45
機械購入 1，071 3，242 5，87211，68620，792 26，862 36，78966，57782，504 92，226
需 機械代支払い 1，071 3，1284，7968，613 18，987 28，220 33，00046，175 67，931 85，156
要 借入金返済 67 386 1，066 2，191 4，385 8，201 13，639 19，763 26，211?
1，071 3，195 5，1829，679 21，178 32，605 41，20159，81487，694111β67
自己資金 271 1，5952，041 4，411 6，535 11，213 19，59730，68246，360 60，785
（うち増資） （1，050） （1，050）（1，050）（1，575） （2，363） （3，544） （3，544） （4，725） （9，450） （14，175）
借入金 800 1，6003，141 5，268 14，643 21，392 21，60429，13241β34 50，582
開銀 400 800 1，5002，500 5，500 7，000 7，000 9，000 15，500 21，500
調 市銀 400 800 1，3032，181 5，143 8，442 7，324 10，056 12，573 14，551?
信託 338 587 1，700 2，700 2，800 3，660 3，656 3，825
? 生保 1，250 2，500 2，950 3，930 3，890 3，930
訳 地銀 1，050 750 450 1，030 900 1，436
相銀他 650 1，050 2，460
外銀 1，080 806 3，771 2，880
計 1，071 3，195 5，1829，679 21，178 32，605 41，20159，81487，694111，367
機械代未払残高 0 114 1，1904，263 6，068 4，710 8，499 28，90143，474 50，545
・開銀から ・開銀から ・開銀から ・電子計算 ・開銀から ・開銀から
初めての 20億円の 20億円の 機の購入 補正追加 補正追加

























































1964 245，000245，000295，000295，000265，000 0 230，0001，575，000



































































市銀（協調融資） 13 13 13 13 14 14 14 15 16 16
信託（協調融資） 6 6 6 6 6 6 6 6
地銀 6 6 6 8 9 11
相銀 3 5 8
生保（協調融資） 10 11 11 11 11 11
損保（協調融資） 6 6 6
共済連 2 3
外銀 1 2 4 6
出典：日本電子計算機『JECC十年史』1973年，58頁。
図表4－6　外国銀行からのインパクトローン状況
年度 銀　　行　　名 国　名 借入金額
1967
1968
1969
1969
1970
1970
1970
1971
First　National　City　Bank
Swiss　Bank　Corporation
Morgan　Guaranty　Trust　Company　of　NY
Hessische　Landesbank　Girozentrale
First　National　City　Bank
Credit　Commercial　de　France
Banque　Europeenne　de　Tokyo
Morgan　Guaranty　Trust　Company　of　NY
アメリカ
スイ　ス
アメリカ
西ドイツ
アメリカ
フラソス
フラソス
アメリカ
300万ドル
960万スイスフラソ
1290万スイスフラン
2000万ドイッマルク
500万ドル
250万ドル
250万ドル
300万ドル
出典：『JECC十年史』62頁より作成。
一149一
5．　おわりに
　日本のレンタル代行会社であるJECCは1961年に設立されたが，フラソスにも1971年にCILOMI
（CIE　lnternationale　pour　la　Location　de　Mat6rials　d’Informatique）というレンタル代行会社41が設立
される。フランスのコンピュータ産業調査団は，来日によって，通産省，日本のコンピュータメー
カー，JECC，電振協，日本情報処理開発センターを歴訪し，日本の現状を調査したが，調査団にと
ってもっとも深く印象付けられたことは，通産省と国産メーカーによる超大型高性能コソピュータ
（大型プロジェクト）と，JECCのレンタル制度の仕組みであったといわれている。それにより
CILOMIが，そしてTINIFOR（Tinanciere　pour　l’Informatique）という国産メーカーに融資する会
社が設立されたのであった42。1971年にはIBMからはシステム370が発表されていること等，市場
環境を考えると遅きに失するといった状況ではあるが，コンピュータ事業におけるレソタル販売のた
めの資金負担の大きさにフランスも気付いたことの表れであろう。
　IBMの資金力，そしてプルーデンシャル保険からの融資額とその優遇金利には驚かされると同時
に納得させられるが，JECCの資金力もかなりのものといえるのではないか。また，　JECCのバラソ
スシートは，第3期，つまり昭和38年度分（1963年）から黒字に転じて，以後堅実な経営を行った43。
このことは，日本のコソピュータメーカー各社が競争相手同士でありながら，協調し，また国をあげ
て各金融機関が融資に協力したことによるものであり，JECCなくしては日本のコソピュータ事業は
成り立たなかったといっても過言ではないのである。
　最後に，本稿ではコンピュータ事業の資金力の重要性を問うために，もっとも重要な技術力の問題
ならびに経営者の意思決定等についてはほとんど触れなかった。フラソスが誇るブルの技術力が
IBMのコンピュータと互角に競争できる製品であったか否かは，疑問の残るところである。ブルが
創業時から，ヨーロッパの技術力の高い事務機器メーカーとして名を馳せていたことは事実である。
しかし，ことコソピュータ製品に関してどうであったか。多くの論者が，コンピュータ製品について
も当時の先端を行き，ある種の問題があったとはいえ，ブルは技術力のある企業であったと語るが，
そこには，ヴィエイヤール氏によるブルのアピール等による誇張もあるのではないだろうか。
　しかし，それについては，当時の内部資料を紐解くことにより，実態は明らかにされるであろう。
ブルの技術力の実態が，その破綻にどれほどの影響があったか，そして，ブル経営陣たちの意思決定
はいかなるものであったか，それらは今後の課題である。
【注】
1Bul1は，フラソス語の発音に近い形で表記すると「ビュル」となるが，日本では，「ブル」という表記が広く
　使われていることを鑑み，本稿では「ブル」で統一する。
21960年頃まで，フランスでの事務用コソピュータメーカーは，ブルとIBMとSEAの3社だけであった。この
　うちSEAは1948年設立の小規模な企業で，もともと軍用コソピュータを扱っており，戦後は科学計算用の小
　型機に特化していた。また，CSF社とCGE社によるベソチャー企業であるCAE社は，米国SDS社の技術で
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　ミニコンピュータを製造していた。詳しくは，Flamm，　Kenneth，　Creating　the　Computer　Government，　lndustry，
　and　High　Technology，　The　Brookings　Institution，　Washington，　D．　C．，1988，　pp．152－155．
3佐橋滋は通産省企業局長。両角良彦は1956年6月から1961年8月までパリの日本大使館に勤務した後，企業局
　第1課長に，1971年6月から1973年7月まで通産次官。林信太郎はハンブルグのジェトロ所長。小松勇五郎は
　1960年から1965年まで在ボン日本大使館。増田実は1962年から1966年まで在ブリュッセル日本大使館である。
4詳しくは，通商産業省通商産業政策史編纂委員会編『通商産業政策史』第10巻，通商産業調査委員会，1990年，
　47－81頁。
5製品の販売は，主に，売渡し，レソタル並びに第三者企業によるリースが考えらるが，コソピュータ産業にお
　けるリース会社の台頭は，アメリカでは1960年代後半から見られることなどから，本稿ではレソタルにしぼっ
　て論じることとする。リース会社の台頭については，大西謙「IBMのレソタル制度」『社会科学研究年報』11
　号，1980年，75－76頁が詳しい。
6日本経営史研究所編『日本アイ・ピー・エム50年史』日本アイ・ピー・エム，1988年，110頁。坂本和一
　『IBM一事業展開と組織改革』ミネルヴァ書房，1985年，104－108頁。
　また，坂本『IBM』96頁，表3－2では，1950年から売渡し（売切り）が行われていたことが，　Moody　’s　Indus－
　trial　Manual，　International　Business　Machines　Corporation，1951－1961を原資料として載せられているが，売渡
　しされた製品の種類については，原資料に記されていないため明らかにされていない。この矛盾は，売渡した
　とされる製品がタイプライター等のレソタルするには及ばない小額事務機であったのではないかと推測される。
　1950年以前から売渡しが行われていたことについては，大西謙「IBMのレンタル制度」，70－71頁でも記され
　ている。
7日本経営史研究所編『日本アイ・ピー・エム50年史』，112頁。
81BMのレンタル方式は，創業者のトーマス・ワトソン・シニアが考案したものだが，レンタル販売というアイ
　ディアは，IBMの前身のCTR社で使われていたものを継承したものである。詳しくは，ワトソン・ジュニ
　ア，トーマス・J，高見浩訳『IBMの息子』上巻，新潮社，1991年，118頁。立石泰則『覇者の誤算一日米コ
　ソピュータ戦争の40年』日本経済新聞社，1993年，172－178頁。
9日本経営史研編『日本アイ・ピー・エム50年史』111頁。
10立石『覇者の誤算』174－175頁。
11レンタル制度の特色については，日本電子計算機編『JECC十年史』日本電子計算機，1973年，28－29頁。
12ワトソソ『IBMの息子』上巻，296頁。
13Moody’s　Investors　Service，　Moody　’s　lndustrial　Manual，1955，　p．2755．　Moody　’s　lndustrial　Manual，1962，　p．　2544．
　立石『覇者の誤算』182－183頁。ワトソソ『IBMの息子』上巻，296頁。
14レミントン・ラソドから出された世界最初の商用大型コンピュータ。第一号機は，米国人口統計局に設置され，
　1950年の人ロセソサスの集計作業や，大統領選の集計，450品目に及ぶ産業連関表の逆行列係数の計算に使わ
　れた。日本ユニパック『ユニパック30年の歩み』日本ユニパック，1988年，186～187頁。日本経営史研究所
　編『情報処理年表』日本アイ・ピー・エム，1988年，33頁。
151BM最初のプログラム内臓方式商用コソピュータ。しかし，　IBMで商業的に成功をおさめたのは1953年7月
　に発表されたIBM650であった。日本経営史研究所編『コソピュータ発展史一IBMを中心にして』日本ア・イ・
　ピー・エム，1988年，2，7－8，17－18頁。日本経営史研編r情報処理年表』35，37頁。
16情報処理学会歴史特別委員会編『日本のコンピュータの歴史』オーム社，1985年，・179－181頁。日本電気社史
　編纂室編『日本電気株式会社百年史』日本電気，2001年，394－395頁。
17水口脩嗣「ドゴールの国フランスの電子計算機」『コソピュートピア』1967年7月号，90－91頁。
18当時パリバ銀行は，CSFというフラソスの通信機器メーカーの株式を20％保持しており，　CSFの役員会メン
　バー11名のうち6名がパリバ銀行から派遣されていた。
19パリバ銀行依頼の調査内容については，Vieillard，　G．，五励吻B％」1，　Librairie　Chaix，　Paris，1969，　pp．23－30．
　Gadonneix，　Pierre，“The　Plan　Calcul：Attempt　to　Meet　the　U．S．　Challenge　in　the　French　Computer　lndustry”，
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　University　Microfilms　lnternational，　Michigan，1987．（unpublished　thesis－Harvard　University，1975），Chap．　2，
　pp．14－17．
20ワトソソ『IBMの息子』上巻，280頁。当時IBMの研究開発費は2．15％だったことから，他社の平均より低い
　ことをトーマス・ワトソン・ジュニアは案じていた。この話は1950年ころのことである。
21研究開発費とレンタル資金については，水口脩嗣「ドゴールの国　フラソスの電子計算機」『コソピュートピ
　ア』1967年7月号，91頁。
22Vieillard，　G．，ゐ’励勿．B〃1，　pp．59－60．
23Gadonneix，　P．，“The　Plan　Calcul”，　Chap．2，　pp．17－19．水口「ドゴールの国　フランスの電子計算機」91頁。
24Bull　Corp．，Itin6raire：　Bull：　Past，　Present　andfuture．（ブルで発行された資料。発行地，発行年，ページ数は記さ
　れていない）
25Gadonneix，　P．，‘‘The　Plan　Calcur’，　Chap．2，　pp．14－28．
26この活動に対し出された補助金は，1956年通産省から80万円。1957年日本自転車振興会から900万円であっ
　た。情報処理学会編『日本のコンピュータの歴史』177－178頁。
27南澤宣郎『日本コソピュータ発展史』日本経済新聞社，1978年，11－12頁。
28立石『覇者の誤算』203－210頁。
29「電子計算機国産化のための対策」は，日本電子計算機編『JECC十年史』17－18頁。
30立石『覇者の誤算』212－218頁。
31日本電子計算機編r5年のあゆみ』日本電子計算機，1968年，23－24頁。
32詳しくは，日本電子計算機rJECC十年史』29－30頁。
33日本において初めて大型機が納入されたのは，1962年である。詳しくは，日本電気社史編纂室編『日本電気百
　年史』395頁。
34日本電子計算機『5年のあゆみ』24頁。
35日本電子計算機『JECC十年史』47頁。なお，拘束期間は1962年7月に変更されており，設立当初は，契約の
　解約には装置引渡し後1年6ヶ月経過していることが必要で，解約申し出は6ヶ月前，という条件であった。
36日本電子計算機『5年のあゆみ』24頁。
37同上書，24頁。
38同上書，24頁。
39同上書，26－30頁。
40日本電算計算機『JECC十年史』50頁。
41日本電子計算機『JECCコソピュータ・ノート』1980年版，280－281頁。
42日本経営情報開発協会編『コンピュータ白書』1971年，119頁。
43日本電子計算機『5年のあゆみ』124－128頁。
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